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研究の背景

　甲状腺ホルモンの構成要素であるヨウ素の摂取不足は甲状腺機能低下により、小児では成長、発
達に大きな影響を与え、成人においても甲状腺腫などの多彩な症状を示し、Iodine deficiency 
disorder（IDD）と総称されている 1）。一方、ヨウ素摂取過剰によっても Iodine induced thyroid 
dysfunction を発症することがあるが、その機序、診断基準、経過と予後については不明な点が多い。
　我々は 2013 年より成長科学協会の指定課題研究として、日本人のヨウ素摂取量の National 
Database を作成し、現時点でほぼ全国を網羅した調査を終了した。2019 年 12 月現在で 32 都道府県、 
47 市町村、162 校において 51,840 名の児童とその保護者を対象に調査を行い、32,604 名の児童と
38,104 名の保護者から協力を得た 2）。調査の方法は WHO 方式に従い、全国 47 都道府県を対象に小
学校に在籍する児童 600 名から 900 名において尿中ヨウ素濃度を測定し、その中央値を地域のヨウ
素摂取量とした。同時に保護者男女について、ヨウ素摂取量を栄養調査法の一つである食物摂取頻
度法（FFQ, Food frequency questionnaire）によって評価した 3）。その結果、尿中ヨウ素値の中央
値は 269μg/L であり、国際基準では日本人のヨウ素摂取量は適量である 2）。
　また地域によって児童の尿中ヨウ素濃度中央値には大きな差があり、最も少ないのが鹿児島県種
子島の 208.5μg/L、最も多いのが北海道利尻郡利尻町の 3,138μg/L であった。また尿中ヨウ素濃度
中央値が 400μg/L を越える地域は北海道では利尻富士町（468μg/L）、厚岸町（544.5μg/L）、礼
文島礼文町（633μg/L）、中標津町（1,071μg/L）であり、北海道以外では広島市（1,350μg/L）、千
葉県市原市（489.5μg/L）である。広島市についてはすでに再調査を行い報告した 4）。ヨウ素摂取
量の多い地域（例えば石川県輪島地方）の住民には甲状腺機能異常、自己免疫性甲状腺疾患の頻度
が高いと報告されているが、実態は明らかではない 5）。
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研究の目的

　本研究の目的は 1．ヨウ素摂取量の地域差に関与する要因について、2．甲状腺機能にヨウ素摂取
がどのような影響を及ぼしているか、を明らかにすることである。

研究方法

　全国調査の結果、ヨウ素摂取量が多い地域（北海道、千葉県）において児童を対象に、甲状腺機
能検査、ヨウ素摂取量の調査を行った。甲状腺機能検査は一般に血中甲状腺刺激ホルモン、甲状腺
ホルモン、甲状腺自己抗体などを測定するが、無症状の小児に行うのは倫理的に許容されない。甲
状腺超音波検査は非侵襲的な検査であり、北海道の利尻、礼文地域は甲状腺腫の多い地域として報
告されているので、甲状腺の大きさを測定することを目的に超音波検査を保護者の同意を得て行っ
た。
1．対象地域：千葉県鴨川市、北海道の利尻島（利尻町、利尻富士町）。鴨川市は初回調査、利尻島
は 2 次調査である。

2．対象者：小学校に在籍する 6 歳から 12 歳の小児で、保護者の調査への同意を得たものである。
3．調査項目：
 　（1）対象者の性別、年齢、身長、体重、兄弟姉妹の有無
 　（2）甲状腺超音波断層検査（利尻島 2 次調査のみ）
 　（3）尿中ヨウ素、クレアチニン濃度
 　（4）栄養調査（FFQ）による保護者のヨウ素摂取量の評価 
 　（5）学校給食の献立とヨウ素含有量
4．測定方法：尿中ヨウ素は ICP-MS （誘導結合プラズマ質量分析法）を用いた。甲状腺超音波断層
検査は GE Healthcare 社の LOGIQ e Premium を使用し、単独の検査者が測定した。

研究結果

1．鴨川市学童調査
　2019 年 12 月に千葉県鴨川市立小学校 7 校（在校生 1,339 名）を対象に調査を行った。参加児童
数は 1,046 名（男子 567 名、女子 479 名、全在校生の 78.1％）が尿検体を提出した。尿中ヨウ素濃
度値は 17μg/L から 37,676μg/L に分布し、各校の中央値は 222.0μg/L から 300μg/L で、ヨウ素
摂取量に統計学的に差はない。全体の中央値は 261.5μg/L であり、日本全体の中央値とほぼ同じ
値であった。

2．利尻島 2 次調査
　2019 年 11 月に北海道利尻郡利尻町立小学校 2 校と同利尻富士町立小学校 2 校において 2 次調査
を行った。2017 年から 2018 年の調査と同じ学校である。4 校の在校生数と参加児童数（参加率）
は前回の調査時は 209 名中 172 名（82.3％）であり、今回は 184 名中 159 名（86.4％）であった。
平均年齢（標準偏差）と性別は前回の調査時は 9.7（1.7）歳、男児 83 名、女児 89 名であり、今回
は 9.7（1.8）歳、男児 83 名、女児 89 名で、ほとんど同じである。
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　2017 年から 2018 年の調査時、島全体で児童の尿中ヨウ素濃度の中央値は 1,076μg/L であり、
保護者 218 名（平均年齢 41 歳）のヨウ素摂取量は 561.0μg/日であった。保護者のヨウ素摂取量は
2012 年に横浜市で健康成人男女 316 名（平均年齢 47.8 歳）を対象に行った調査でのヨウ素摂取量
中央値 555.3μg/日とほぼ同じである（未発表データ）。しかし、利尻町は利尻富士町よりも児童、
保護者ともにヨウ素摂取量が多いことが認められ、保護者のヨウ素摂取が児童の尿中ヨウ素値に
反映されている（下表）。

＊：児童の尿中ヨウ素濃度（㎍ /L）、　＊＊：保護者のヨウ素摂取量（㎍ /日）
#：p=0.0191（Kruskal-Wallis test, Multiple comparisons）

　今回の調査では島全体の児童の尿中ヨウ素濃度の中央値は 1,076μg/L から 606μg/L に減少した。
利尻町立小学校は 3,138μg/L から 530μg/L に著しく減少し、一方、利尻富士町立小学校は 468μg/L
から 626μg/L に増加した。利尻町立小学校 2 校のうち、前回の中央値が 3,970μg/L の学校は 520
μg/L に減少したが、他の 1 校は 1,119μg/L から 1,689μg/L と増加した（上表）。
　甲状腺超音波検査は 163 名（全児童の 88.6％）において行った。甲状腺両葉の容積を合算した中
央値、平均値を年齢別に下表に示す。甲状腺容積は年齢とともに増加し、6 歳から 12 歳でほぼ倍に
なった。

年齢（歳） 児童数 中央値 (mL) 平均値 (mL) 標準偏差 (mL) 

6 8 1.4 1.4 0.4 

7 32 1.3 1.4 0.6 

8 20 1.6 1.7 0.5 

9 26 2.0 2.0 0.8 

10 29 2.2 2.2 0.6 

11 26 2.4 2.5 0.7 

12 22 2.8 3.2 1.2 

　各年齢の甲状腺容積の中央値を 2002 年に WHO と共同で行った東京都 8）、北海道旭川市、中標津
町の調査値 9）-11）とともに、福島県児童の標準値 6），7）と比較した（下図）。この福島県の標準値は、

学校 
2017−2018 年調査 2019 年調査 

児童数 中央値＊ 保護者数 ヨウ素摂取量＊＊ 児童数 中央値＊ 

利尻町立 A 小学校 55 3,970 69 709.2# 38 520 

利尻町立 B 小学校 20 1,119 23 832.8 13 1,689 

利尻富士町立 C 小学校 70 470 91 471.2 80 689 

利尻富士町立 D 小学校 27 458 35 335.9# 28 629 

利尻町立小学校 75 3,138 92 712.1 52 530 

利尻富士町立小学校 97 468 126 420.2 108 626 

利尻島全体 172 1,076 218 561.0 159 606 
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Suzuki らが 2011 年 10 月から 2015 年 4 月まで福島県「県民健康調査」において、福島県在住の 6
歳から 12 歳の児童 124,079 名（男児 60,497 名、女児 63,582 名）を対象に行った甲状腺超音波検査
によるものである 7）。中央値の数字のみが公表されていないので、筆者が原図から中央値を作成し
て追加した図である。利尻島児童の甲状腺容積の中央値は、東京都、旭川市、中標津町の値より高
いが、6 歳以外のすべての年齢において福島県児童の中央値より低かった。

考察

　経口的に摂取されたヨウ素の 9 割以上は尿中に排泄されることから、尿中ヨウ素排泄量はヨウ素
摂取量を反映する。世界的に地域の住民のヨウ素摂取量の評価には最もアクセスし易い集団である
6 歳から 12 歳の小学生を対象とし、尿中ヨウ素濃度の中央値をもって集団のヨウ素摂取量としてい
る 1）。疫学的調査で尿中ヨウ素濃度値に地域差が認められる場合、考えられるのは、1．その地域に
おける伝統的な食事習慣の差に基づいたもので真のヨウ素摂取量である可能性、2．調査に伴うバイ
アスによるもの、調査時期（例えばヨウ素を多く含む食品の旬の時期、また多く摂取する時期）、学
校給食の影響などによるものである。
1．千葉県調査
　2015 年に千葉県市原市の小学校を対象とした調査で尿中ヨウ素中央値が 489.5μg/L であったた
め、千葉県の他の地域、鴨川市での調査を行った。鴨川市は千葉県南東部の安房地域に位置する
人口約 3.3 万人、世帯数は約 1.4 万世帯（2015 年国勢調査）の観光都市であるが、沿岸部では漁業、
内陸部は農業が盛んである。鴨川市調査では、すべての市立小学校を含めて全体の 8 割近くの
1,000 名を超える児童が参加し、ヨウ素摂取量は日本全国の値とほぼ同じであった。市原市は千葉



− 97 −

成長科学協会  研究年報  No. 43  2019

県中央部に位置する人口約 27.4 万人、世帯数が約 11.3 万世帯（2015 年国勢調査）の工業都市で工
業製造品出荷額が日本で第 2 位である。千葉県市原市の調査では 1 校のみ 480 名の児童が対象で、
調査前日の学校給食献立品目が「ごはん、牛乳、いそに（ひじき、ほしひじき含む）、いかごまフ
ライ、野菜のキムチいため」であった。給食のヨウ素含有量は算出できなかったが、採尿時間が
翌朝、登校前であるので、前日の昼食の影響が推測される。学校給食の調査への影響はすでに広
島市調査において明らかになっている 4）。広島市では初回調査で尿中ヨウ素濃度の中央値は
1,350μg/L（対象は 546 名）であり、3 年後に初回の調査対象小学校と周辺の小学校 2 校を含めた
再調査を行い、3 校合計 1,797 名の尿中ヨウ素中央値は 308μg/L であった。初回調査時の高値は、
調査前日の昼の学校給食に約 2mg のヨウ素が含まれていたことが原因と推測された。

2．北海道利尻島調査
　北海道利尻島は、2019 年の「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」では人口
4,524 名（利尻町 2,032 名、利尻富士町 2,492 名）、2,359 世帯（利尻町 1,069 世帯、利尻富士町 1,290
世帯）、漁業と観光が主な産業である。15 歳以上の就業者数及び産業別割合（2015 年国勢調査）は、
漁業が 29.5％（総数 892 ／ 3,026 名、利尻町 435 ／ 1,407 名、利尻富士町 457 ／ 1,619 名）と最も
多い。
　歴史的に日本には地方性甲状腺腫（Endemic goiter）が存在しない、あるいは少ないと外国から
は見做されていたが、日本での報告は 1899 年、江差の竹中が北海道西海岸に甲状腺腫が多いこと
を報告したのが最も古いものである 12）。甲状腺腫の診断方法は視診と触診によるもので、一般的
には七条分類 13）Ⅱ度以上を甲状腺腫としている。1941 年、宮本らは稚内、利尻島、礼文島を調査し、
甲状腺腫が両島併せて 36.3％（928 ／ 2,560 名）、利尻島には 43.0％、礼文島には 20.3％と高率に存
在し、臨床的には euthyroid で思春期の女性に多いと報告した 14），15）。その後、1951 年、熊谷等は
利尻島において高率に甲状腺腫患者を発見したとされているが、詳細は不明である 16）。1961 年、
樋口らは利尻島、礼文島の小、中、高校の児童・生徒 3,481 名を調査し、甲状腺腫率が利尻島は
8.9％（227 ／ 2,534 名）、礼文島は 2.7％（25 ／ 947 名）であった。対象とした札幌市内の中学校生
徒の調査では甲状腺腫率は 1.3％（43 ／ 3,245 名）であった 15），17）。1967 年に再度調査が行われ、甲
状腺腫率が利尻では 8.9％から 2.1％へ、日高では 6.6％から 2.5％へ減少した。日高地方での栄養調
査では食習慣の特別な変化はないが、昆布摂取量が減少していた 18）。1961 年の日高地方の数家族
についての栄養調査では海藻類（乾燥コンブ）を 1 日 10 − 40g、平均 16.1g を 1 年間を通して味
噌汁の出汁としていた。この量は当時の北海道全体の 3 倍以上、推奨値の 5 倍であった。食事か
らの海藻類の摂取制限のみによって甲状腺腫が縮小する例があること、コンブ収穫量と多い地域
は甲状腺腫の発症率が高く、内陸地方には発生しないことなどから、ヨウ素過剰摂取による海岸
性地方性甲状腺腫として報告された 15），17），18）。1967 年の調査以後、利尻島、礼文島の甲状腺腫につ
いての疫学的調査は行われていない。
　利尻島内での甲状腺腫率の地域差は、1942 年の調査では利尻町の仙法志校が 48.6％と最も高い
と報告されていたが 19）、1960 年から 1964 年の調査では（6 − 17 歳の 8,074 名）、利尻町の仙法志
は 10.5％、沓形は 5.3％、新湊は 3.3％、利尻富士町の鬼脇は 24.2％、鴛泊は 6.9％で、地域差は残っ
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ていた 15），17）。今回の調査では、甲状腺容積については対象例が少ないため比較は困難であったが、
ヨウ素摂取量の地域差は利尻町が 530μg/L、利尻富士町は 626μg/L と大きな差はなくなった。し
かしその原因は明らかではない。

3．日本人小児の甲状腺容積
　2003 年に WHO の Zimmermann と著者らは、ヨウ素欠乏症の疫学的診断の目的で超音波断層装
置を用いて世界のヨウ素充足地域 6 地域において学童の甲状腺容積を測定し、基準値を作成し
た 10）。日本では中標津町は coastal Hokkaido、旭川市は Central Hokkaido 地域とみなされた。世
界全体で 6 歳から 12 歳の小児 3,319 名（9.3 ± 1.8 歳）の甲状腺容積を測定し、年齢と体表面積で
補正した甲状腺容積は全体では 2.54 ｍＬ、尿中ヨウ素濃度の中央値は 218μg/L であった。また中
標津町は甲状腺容積が 4.91 ｍＬ、尿中ヨウ素中央値は 728μg/L であることから、尿中ヨウ素値が
500μg/L を越えると甲状腺容積が増加すると結論付けている 11）。しかし、米国や他のヨウ素充足
地域ではこのような関連が認められなかったことも述べており、また我々の全国調査と同様に甲
状腺機能についての検査は行っていない。 
　下図にこの国際基準とともに日本での福島県、利尻島、中標津町、東京、旭川の調査結果 8）- 11）

を示す。

　甲状腺容積中央値が WHO の基準値を越えるのは中標津町と利尻島、福島県であり、福島県の
中央値が最も高く、WHO の基準値の 2 倍以上である。ヨウ素栄養状態については 2 回の調査で尿
中ヨウ素中央値は中標津町が 728 と 1,071μg/L、利尻島が 1,076 と 606μg/L であり、日本全体の
値（269μg/L）よりは高い。福島県のこの甲状腺超音波調査は対象が 12 万人を越える膨大な調査
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であるが、尿中ヨウ素濃度値については公表されていないので、ヨウ素栄養状況については不明
である。Tsubokura らは、2012 年から 2015 年に福島県三春町と茨城県大子町の 18 歳未満の小児
4,410 名（年齢の中央値は 10 歳）の尿中ヨウ素濃度を測定し、中央値は 204μg/L であり、ヨウ素
欠乏の判定基準である 100μg/L 未満の率が 16.6％であると報告した 20）。この尿中ヨウ素濃度値は
我々の全国調査の結果 3）と比較すると、日本で最も低い値であり、鹿児島県種子島調査の結果

（208.5μg/L）より低い。さらに尿中ヨウ素濃度が 100μg/L 未満の小児の率も、全国調査では中
央値は 10％以下であるので、この福島県調査は高い率である。ヨウ素摂取量と甲状腺容積とはＵ
字型の相関を示すことが知られている。甲状腺の大きさは遺伝的要因とヨウ素栄養状態を含む環
境要因など多くの因子が関与している。福島県の小児の甲状腺容積が日本の過去の報告と比較し
て最も大きい原因は明らかではないが、可能性としてヨウ素摂取不足も考えられる。今後、日本
の他の地域においての調査を行って比較することが必要である。 

結論

　ヨウ素摂取量の多い地域住民の甲状腺機能を調べるために千葉県の再調査と利尻島の 2 次調査を
行った。利尻島の小学生のヨウ素摂取量は日本全国の平均的な値よりも多めであり、甲状腺容積は
中標津町より大きく、福島県より小さい。これらの小児には臨床的に甲状腺機能の症状はみられな
い。成長に伴って甲状腺容積がどのように変化するかが、興味深いところである。今後、すでに同
島で行った成人調査と比較して検討する。また中標津町、礼文島での 2 次調査を行う予定である。
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